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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標は、ある程度達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、「誠実さ」という概念を手掛かりに、「誠実さ」が尊重される研究環境を形

成することで研究不正を抑止し、質の高い研究への志向を強化するという仮説の検証を試みたも
のである。本研究開発の問題意識は明確であり、「研究倫理教育の充実と罰則の明確化にもかかわ
らず、研究不正事案が後を絶たない」という現状の背景には、研究者が本来有する研究に対する
モチベーションが様々な要因によって歪められている現状があり、「研究者をとりまく環境の改善
なくして真に研究公正を実現することは困難である」という強い信念こそが本プロジェクトを構
成する基盤となっている。こうした目標設定は、公正かつ責任ある研究活動を実践するためのガ
バナンスのあり方に関する研究開発を求めた本プログラムの公募趣旨に合致するものであり、妥
当であったといえる。 
本プロジェクトでは、現在の研究環境が研究者のモチベーションをどのような形で歪めている

のかを明らかにするべく、まずライフサイエンス領域の研究者を対象とした個別インタビューと
フォーカスグループインタビューによる調査が実施され、研究者のモチベーション、誠実な研究
に関する認識、「良い」研究者像、研究評価、研究環境、及び人材育成の 6つの軸が導出されてい
る。そのうえで、より大規模な量的調査として 35 を超える学会の計 947 名の会員に対するオン
ライン質問紙調査が実施され、ライフサイエンス分野の研究者らが不誠実な研究活動をどのよう
に受け止めているのか、また研究者のモチベーションと研究倫理に対する意識にどのような関係
性があるのかの解明が目指された。調査結果からは、①研究活動のなかで嬉しいことがら、②研
究スキル売買・アウトソーシングに対する意見、③「共同研究者の振るまい」に対する容認度の
３つのカテゴリーの質問に対する回答結果をもとに、研究者の類型として 4 つのクラスター（研
究埋没型、上昇志向型、現状肯定型、職人志向型）が存在していることが明らかになり、それぞ
れの類型ごとに異なる研究不正のリスクと対処方策が存在している可能性が見出された。最終的
には、これらの調査結果を踏まえた研究者のモチベーションを考慮した誠実な研究活動を促進す
るための指針として、研究室における指針・研究評価における指針・競争的資金の審査における
指針の 3つの指針が取りまとめられるに至った。 
研究代表者らの問題意識が実際に検証される形で上記のような成果が創出された一方で、本研

究開発にはいくつかの課題が指摘できる。第一に、インタビュー調査および質問紙調査の結果と
取りまとめられた指針との関係性が不明瞭な点である。それぞれの分析結果をもとに、どのよう
なプロセスで成果物となる指針が取りまとめられたのかが明らかではなく、指針の妥当性の評価



 

が困難である。この点は、各調査と最終的な成果物との間にどのような論理構成を想定するのか、
より一段と検討されたうえで研究開発が推進されるべきであった。第二に、プロジェクトの独創
性というべき「誠実さ」という概念に対する掘り下げが必ずしも十分に進められていない点であ
る。「誠実さ」という抽象度の高い概念に迫るうえでは、研究者が本来有するモチベーションを研
究環境が阻害している可能性を検証するのみならず、研究の誠実さが研究成果やパフォーマンス
にどのように影響を与えるのかという観点からの検討が求められた。第三に、研究代表者も認識
しているように、当初計画されていた一部の研究開発実施項目は未了となっており、開発された
指針を普及するためのワークショップのプログラム開発は実質的に中断されている状況にある。 
なお、本プロジェクトは、本プログラムが第３期より新たに導入した「共進化枠」として推進

されたものである。「共進化枠」は文部科学省の原課から提供された政策課題をもとに、公募テー
マを設定するニーズ・ベースドのアプローチを採用している。本テーマについても、公募段階か
ら文部科学省・研究公正推進室との連携を通じて公募課題を設定したことに鑑みても、採択後の
研究開発の推進にあたっては政策担当者との密接な連携が期待されたところである。本プロジェ
クトについては、文部科学省が設置している「公正な研究活動の推進に関する有識者会議」にお
いて進捗の報告と共有が行われているものの、プロジェクト全体としては本研究開発が政策担当
者との間で共創的に推進されたとは判断し難いところがある。もっとも、こうした政策担当者と
の低調なコミュニケーションの要因は、必ずしも研究代表者らの責に帰するものばかりではなく、
実際には連携先機関の事情変更が大きく影響しているものと推察される。 
 
■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策形成への寄与という観点で、成果は、科学技
術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると、ある程度期待し得ると評価する。 
ライフサイエンス分野の研究者に対するインタビュー調査およびオンライン質問紙調査を通じ

て、4つの研究者の類型を導出するとともに、それらの知見を踏まえた研究室における指針・研究
評価における指針・競争的資金の審査における指針を提示したほか、学協会が主催するシンポジ
ウム等を通じてボトムアップに問題提起がなされつつある。これらの研究開発成果は、連携先機
関である文部科学省において認識されていた研究公正をめぐる政策課題をとらえたものといえる。
特に、研究者の類型化と各類型に潜む不正リスクを踏まえた指針の提示は、連携先機関による当
初の期待を上回る知見であり、研究公正に関する将来的な政策形成に資する知見が創出、提供さ
れたものと評価される。 

 
○共進化を通じて、連携先機関において認識されている具体的な政策課題の解決に貢献しうる成
果は、ある程度創出されたと評価する。 
連携先機関として想定された文部科学省研究公正推進室とのコミュニケーションについては、

文部科学省が設置する「公正な研究活動の推進に関する有識者会議」において、３度（査読シス
テムに関する中村プロジェクトとのプロジェクト間連携に関する報告 1 回を含む）ほど研究開発
成果の報告と共有がなされるなど、共進化枠であるからこそ実現できた政策コミュニケーション
が確かに存在する。その一方で、共進化枠のプロジェクトとしては、政策担当者とのより密接な



 

連携のもとに共創的な形での研究開発の推進が期待されたが、こうした政策コミュニケーション
については必ずしも実質的な意義を伴う形では展開されなかったものと窺われる。実際のコミュ
ニケーションは、研究開発期間全体のなかでわずか５回にとどまっており、研究代表者らが行政
側のニーズや期待の把握、協力の調達という点で常に対応に苦慮しながらコミュニケーションが
はかられた様子が窺われる。実際のところ、プロジェクトの募集段階まで遡れば担当室長が２度
にわたり交代しているほか、特定研究不正にはカテゴライズされない深刻な事案の発生とその対
応など、連携先機関側における事情変更が当初本プロジェクトに向けられた期待値を維持するこ
とを困難にしたものと想像させる。結果として、意見交換や情報共有というレベルを超えた「共
進化」を研究開発期間内に実現することはできなかったものと評価される。 
同様に、本研究開発成果の直接の受け手として期待される学協会や大学・研究機関、ファンデ

ィング・エージェンシーらとの連携も必ずしも十分な実績が窺えず、本研究開発の成果が今後ど
のような形で活用されていくのか、その道筋が明確となっていない点が惜しまれる。指針の共有
と普及という実装に向けた取り組みについては、残された課題として本プロジェクトの終了後に
も引き続き継続的な取り組みを期待したい。 
 なお、本研究開発の推進過程では、日本学術会議による論文査読に関する審議への参画という
特筆すべき取り組みがみられている。2022 年に発生した査読不正事案を受け、文部科学省から日
本学術会議に対して審議依頼がなされ科学者委員会学術体制分科会のもとに論文査読の意義及び
課題に関する検討小委員会が設置されることとなった。中村プロジェクトとともに回答案作成に
向けた関連情報の収集・整理に加え、2023 年 5 月にはアンケート調査を実施に協力し、学術会議
による回答案「論文の査読に関する審議について」の作成の基盤となる情報収集・整理を担当し
た。こうした取り組みは、本プログラムにおけるプロジェクト間連携イニシアティブの枠組みの
もと「査読システムに関する調査」として推進されたものである。リアルタイムでの政策側の要
請に対して、実際の政策形成に貢献したという点は極めて高く評価される。 
 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する新たな指標や手法等
の創出および制度等にある程度貢献し得ると評価する。 
本研究開発プロジェクトの成果については、誠実な研究活動を促進するための指針が研究室レ

ベル、研究評価レベル、ファンディングエージェンシーレベルのそれぞれで取りまとめられてい
ることに加え、シンポジウムの開催を通じた情報発信にも積極的に取り組み、研究公正という一
般には難解とも思われるテーマでありながら新聞やメディアで報道されるなど、アウトリーチの
面での具体的な実績が見受けられる。 
他方で、本研究開発の中核的な成果についてはその内容の妥当性について既往の知見を踏まえ

つつ専門家のレビューを受けるべきところ、本事後評価の時点ではそれが実現していないために、
十分な説得力を持った成果に至っているとは言い難く、研究開発成果としてはやや物足りなさを
感じざるを得ない。実際、作成された指針が、インタビュー調査や質問紙調査を通じて得られた
いかなる知見に基づき、どのようなプロセスで取りまとめられたのか、また先行研究や国際コミ
ュニティ、出版社、学術誌等における「誠実さ」に類似する取り組みとの関係性を明らかにする
必要がある。ワークショッププログラムの開発と実施などの一部未了となっている取り組みと並



 

行して、これまでに取りまとめられた知見をわかりやすい形で発表することなど、より説得力を
持った成果として発展させていくことが望まれる。 
なお、本プロジェクトで取り組まれたアンケート調査を通じた研究者のクラスター化の試みは

様々な応用可能性を有するように思われる。たとえば、「政策のための科学」の観点であれば、こ
の領域に固有の特性というべき政策形成過程に科学的知見を提供しようとする研究者の特性を整
理することで、よく知られる科学的助言者の 4類型（Pielke 2007*）以外の新たな類型化の可能性
を期待させるものである。こうした知見は、「政策のための科学」に関する本プログラムの固有の
知見を取りまとめるうえで重要な示唆を与えるものといえる。 

 
* Pielke, Roger A. 2007. The Honest Broker: Making Sense of Science in Policy and Politics. 

Cambridge University Press. https://doi.org/10.1017/CBO9780511818110. 
 
本プロジェクトは、薬理学を専門とする研究代表者をはじめ、科学社会学、科学技術社会論、

科学教育といった多様なバッググラウンドを持つ分野横断的なチームによって構成されている点
に特徴がみられた。また、メンバーのなかには、本プログラムの過去採択プロジェクトの代表者
や RISTEX における他の研究開発領域で研究代表者を務めた研究者が主要メンバーとして参加し
ていた点も特筆される。本プログラムおよび RISTEX のコミュニティに包摂される人材をコアに、
新たな分野や専門性を持った人材が参画することにより、これまでの知見の継承と発展が試みら
れたということができる。さらには、アンケート調査の設計や指針の作成にあたっては、SciREX
事業の政策リエゾンからの協力と助言を得ている点も特筆される。このような点において、本プ
ロジェクトは、本プログラムが目標とする人材育成やネットワーク拡大においても貢献した（大
いに期待できる）ものと評価する。 
なお、本プロジェクトの推進にあたっては、本プログラムにおいて同様に研究公正をテーマと

している研究開発プロジェクト（中村プロジェクト、飯室プロジェクト）との間で合宿や意見交
換の実施等、積極的なプロジェクト間連携が推進された点が特筆される。特に、中村プロジェク
トとの間では、日本学術会議におけるアンケート調査の実施や共同でのシンポジウム開催といっ
た各プロジェクトにとっての重要な研究開発プロセスを共有することにより、それぞれのプロジ
ェクトにとって有意義なフィードバックが得られている点で高く評価される。 
 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は、概ね適切になされたと評価する。 
プロジェクトとしての目標達成に向けて、計画段階から取り組むべき課題や段階的な対応が構

造的に整理されており、個々の実施項目ごとに目標設定や分析・アプローチの方法、工程等が具
体的に構想されていた。ワークショッププログラムの開発や研究プログラムの設計における指針
の作成、トップダウンでの指針の共有・普及など、一部未実施や未了の実施項目がみられるもの
の、全体として概ね計画どおりに実施されたものといえる。ただし、モチベーションの阻害要因
や環境のあり方について分析を行ううえでは、研究者や研究室などの実施単位、所属組織、プロ
ジェクト、プログラム、学術誌のエディターなど、研究をとりまく各レベルにみられる国際的な
先行研究や学術コミュイニティでの実践状況についてより体系的に調査されるべきであった。 



 

また、前述のとおり、文部科学省からの審議依頼に基づき日本学術会議が査読システムに関す
る審議を行った際には、本プログラムにおけるプロジェクト間連携の一環として、中村プロジェ
クトともにアンケート調査の実施に協力するなど、研究開発実施項目の拡張についても柔軟かつ
機動的な対応が進められており高く評価される。 
 
○また、本プロジェクトは、研究代表者を中心に概ね適切に管理運営されていたものと評価され
る。研究代表者の的確なマネジメントのもとで、研究者のモチベーションを阻害する要因の解明
とそれを考慮した研究環境のあり方についての指針が提案されたほか、柔軟に研究開発実施内容
の見直し等が行われた様子が窺われる。また、研究開発実施者の側にも本プログラムおよび
RISTEX の他の研究開発領域において研究代表者を務めた経験を有するメンバーが参画していた
ことから、プログラム側の期待値をよくとらえたプロジェクトの運営がなされていたと評価する。 
 
○本プロジェクトにおいては、連携先（カウンターパート）となる文部科学省の担当課とのコミ
ュニケーションは、概ね適切になされたと評価する。本プログラムにおける初の共進化枠のプロ
ジェクトであったこともあり、連携先機関となる文部科学省との間で、共進化枠そのものの位置
づけをはじめ、研究開発としての問題意識の共有や方向性に関する共通認識の構築の面で、固有
の難しさに直面することになったものと思われる。プログラムとしては、研究開発の初期段階か
ら政策担当者との間で本プロジェクトの問題意識の共有と継続的な関係性の構築、そして成果の
実装に向けた検討を行うよう求めてきたものの、結果としては本プロジェクトとしての連携先機
関とのフォーマルなコミュニケーションは必ずしも頻度高く実施されていたようには見受けられ
ない。これは、連携先機関の側で参照に値する知見が創出できたかという点もさることながら、
共進化に固有の事情についても留意されるべきであろう。すなわち、研究代表者らが政策コミュ
ニケーションに十分なエフォートを割かなかったというよりも、文部科学省における人事異動や
政策的な優先順位の変化等が研究公正推進室側での本プロジェクトに関する継続的な関心を維持
することを困難にした可能性が思料される。その点においては、文部科学省側の継続的なコミッ
トメントをどのように調達するかについて、プロジェクト側の努力や工夫のみならず、プログラ
ム側にも一層の工夫が求められたところである。この点は「共進化枠」のデザインとマネジメン
トをめぐる重要な課題というべきものであり、公募を通じたニーズ・ベースドの研究開発のあり
方としてのプログラム側の課題として慎重に再考される必要がある。 
実際のところ、研究代表者らは連携先機関との数度にわたるコミュニケーションを通じて、政

策担当者側のニーズや期待値を把握しようと努めていた様子が窺われるほか、より政策現場の課
題をとらえた研究開発を推進するべく、プロジェクトの構想や指針の作成、周知方法などの点
で、SciREX 事業における多くの政策リエゾンらからの助言を得るなど、研究者側で対応が可能
な工夫が凝らされていたものと評価される。そのため、本研究開発を通じて創出された知見につ
いては、こうした試みを通じて広く文部科学省との間で情報提供や問題意識の共有がはかられた
ものと推察されるが、カウンターパートとなる研究公正推進室との間では共創的な関係性の構築
に苦慮することとなった。また、研究開発目標に照らせば、成果の受け取り手として想定される



 

学協会や大学・研究機関、ファンディング・エージェンシーといった文部科学省以外のステーク
ホルダーとの間でも成果の利用・普及に向けた実践的な取り組み進められるべきであった。 

 
■総合評価 
○一定の成果が得られた／一定程度期待し得る評価する。 
本プロジェクトは、「誠実さ」という概念をもとに、研究者をとりまく研究環境が、研究者が本

来有するモチベーションをどのように歪めているのかを明らかにしたうえで、望ましい研究環境
の整備に向けた指針を提示することを目的としたものである。インタビュー調査およびオンライ
ンでの質問紙調査の実施を通じて、4 つの研究者クラスターを導出するとともに、それぞれに存
在する潜在的な研究不正のリスクに違いがみられること、研究公正に関する求められるサポート
のあり方も異なってくることを明らかにしており、研究者のモチベーションにフォーカスした研
究公正の確保に向けた実践的な示唆を得るに至っている。最終的には、Merton規範に代表される
科学者の行動規範を現代の研究者が受け入れやすい指針として、研究室における指針、研究評価
における指針、競争資金の審査における指針の 3つの指針が取りまとめられた。 
研究開発内容についても柔軟な拡張が行われており、日本学術会議における査読システムに関

する審議への参画を通じて新たに査読不正についても研究開発の対象とするなど意欲的に研究開
発の射程を拡張させてきた。その結果として、文部科学省の有識者会議で研究開発成果の報告と
共有がはかられたほか、学術会議による文部科学省に対する回答において中村プロジェクトとの
連携により推進したアンケート調査の結果が反映されている。こうした実績を踏まえれば、本研
究開発を通じて研究公正をめぐる現実の政策形成に寄与しうる実践的な知見が創出されたものと
評価される。 
他方で、本研究開発にはいくつかの課題が存在している。研究者レベル、研究評価レベル、資

金配分機関レベルでの指針がとりまとめられているものの、インタビュー調査や質問紙調査との
論理的な接続が必ずしも明瞭でない点が挙げられる。これらのアウトプットの背景となる知見が
研究公正を専門とする専門家や実務家からその内容やプロセスに対する批判を含めた評価が広く
得られるに至っていないことから、提示された指針が十分な説得力を有するに至っていない。ま
た、成果の実装という観点では、想定されている成果の利用者である大学・研究機関や学協会、
ファンディング・エージェンシーらが創出された成果を実際に活用していくための道筋を必ずし
もうまく描けていない点も重要な課題といえる。指針として取りまとめられた内容を各アクター
がそれぞれの研究環境の改善に結びつけていくためのプロセスについても、引き続きフォローア
ップが求められる。今後は、本プロジェクトを通じて取り組まれた内容を基盤に、より学術的な
観点からの成果の創出に結びつけるとともに、本プロジェクトの中核的な関心であった研究者の
モチベーションを阻害する研究環境の改善に向けたより具体的な政策的な対応のあり方を考察す
る実践的な取り組みとして発展的に展開されることを期待したい。 
 
■特記事項 
なし 
 


